
 

 

2022年 6月 17日 

各      位 
 

会 社 名  株式会社エヌ・ティ・ティ・データ 

代表者名  代表取締役社長 本間 洋 

（コード番号  9613     東証プライム市場） 

問合せ先  ＩＲ室長 遠藤 荘太 

（ＴＥＬ. 03－5546－8119） 

 

支配株主等に関する事項について 
 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）又はその他の関係会社の商号等 

（2022年 3月 31日現在） 

名称 属性 
議決権所有割合（％） 発行する株券が上場されている 

金融商品取引所等 
直接所有分 合算対象分 計 

日本電信電話株式会社 親会社 ― 54.2 54.2 
東京証券取引所 

市場第一部 

NTT株式会社 親会社 54.2 ― 54.2 ― 

（注1） 第34回定時株主総会において第2号議案「吸収分割契約の承認の件」が承認可決されたことに伴い、

2022年10月1日を効力発生日として、当社グループの海外事業に日本電信電話株式会社の完全子会

社であるNTT株式会社グループの海外事業を統合します。これに伴い、当社の議決権を直接所有する

親会社が日本電信電話株式会社となる予定です。 

（注2） 2022年4月4日付で東証プライム市場へ移行しております。 

 

２．親会社等のうち上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の名称及びその理由 

会社の名称 ： 日本電信電話株式会社 

理 由 ： 日本電信電話株式会社は、NTT 株式会社（※）の株式を 100％保有しており、当社の最終

的な親会社であるためです。 

 

３．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

 当社の最終的な親会社である日本電信電話株式会社を中心とする企業グループ（以下、NTTグループ）は、

総合 ICT事業、地域通信事業、グローバル・ソリューション事業を主な事業内容としております。 

 当社は、上記事業分野のうちグローバル・ソリューション事業を営んでおり、公共・社会基盤、金融、法

人・ソリューション、北米、EMEA・中南米の 5 つを主な事業として、NTT グループ各社と相互に連携しなが

ら事業を進めております。 

 日本電信電話株式会社及びNTT株式会社（※）は、上記のとおり当社の議決権の過半数を所有しており、当

社の多数株主としての権利を有しております。 

 また、幅広い経営視点を取り入れるため、当事業年度末日（2022年3月31日時点を指し、以下同様）におい

て、日本電信電話株式会社の従業員（1名）が当社の監査等委員でない取締役に就任しております。（提出日

現在においては、退任しております。）加えて、NTTグループ全体のグローバル事業戦略の展開・推進におけ

る連携のため、当事業年度末日において、当社の役員（1名）がNTT株式会社（※）の取締役に就任しており

ます。 

 当社の事業運営における重要な問題については、日本電信電話株式会社及び NTT株式会社（※）との協

議、もしくは当該会社に対する報告を行っております。ただし、日常の事業運営では相互に自主・自律性

を十分に尊重しつつ綿密な連携を保ち、持続的な成長、発展を図り、業績の向上に努めております。 



（当事業年度末日における役員の兼務の状況） 

役職 氏名 親会社等又はそのグループ企業での役職 就任理由 

代表取締役 

社長 
本間 洋 NTT株式会社（※） 取締役 

長年にわたる金融分野、法人

分野における組織運営等、経

営に関する豊富な経験、実績

を有しております。また、2018

年から代表取締役社長として

経営を担っております。これ

らの豊富な経験及び実績を活

かして、今後も当社グループ

の事業推進を図るとともに、

業務執行の監督等の役割を担

うことが期待されるため、当

社の代表取締役に就任してお

ります。また、NTTグループ全

体のグローバル事業戦略の展

開・推進における連携のため、

NTT株式会社（※）の取締役に

就任しております。 

取締役 有本 武司 日本電信電話株式会社 財務部門 担当部長 

日本電信電話株式会社におい

て経営企画部門、財務部門に

おける経験及び、NTTグループ

会社の監査役の経験を通じた

幅広い視点からの意見が期待

されるため、当社の取締役に

就任しております。 

（注1） 当事業年度末日において、当社の監査等委員でない取締役11名及び監査等委員である取締役4名の

うち、親会社と人的関係のある取締役は当該2名のみであります。 

（注2） 提出日現在において、当社の監査等委員でない取締役9名及び監査等委員である取締役4名のうち、 

本間洋、西畑一宏及び Patrizio Mapelliの 3氏が、NTT株式会社（※）の取締役として就任してお

ります。 
 

４．支配株主等との取引に関する事項 
該当事項はありません。 

なお、当社の直接的な親会社である NTT株式会社（※）と当社を含む NTTグループ企業の間で、グローバ

ルビジネスの推進に関わる契約を 2018年度に締結いたしました。また、最終的な親会社である日本電信電話

株式会社と当社を含む NTT グループ企業の間で、NTT が行う基盤的研究開発の成果の使用権を得るための契

約及び相互の自主・自律性を尊重しつつ、NTT グループ全体の利益の最大化を通じて、グループ各社の利益

を最大化することを目的としたグループ経営に関わる契約を引き続き締結し、当社の発展を図ります。 

 

５．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

日本電信電話株式会社及び NTT株式会社（※）との関係については、相互の自主性・自律性を十分に尊重

しつつ連携を図るとともに、当該会社との間の取引等について、法令に従い適切に行っております。なお、

営業上の取引を行う場合には、取引条件及びその決定方法については、他の取引先と同様の条件にて実施し

ております。 

 

（※）2022年10月1日以降は、上記「１．親会社、支配株主（親会社を除く。）又はその他の関係会社の商号等」の

注1に記載のとおり、当社の親会社ではなくなる予定です。 

  

以  上 


